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三重県教育委員会職員等公益通報取扱要綱の運用について（内部職員等からの通報） 

 
 

第２条関係（定義） 

 同条第１号における「法令等」とは、法律、政令、省令、条例、規則及び要綱等

をいう。 

 

第３条関係（定義） 

１ 同条第１項第２号における「派遣労働者」とは、労働者派遣事業の適正な運営

の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭和 60 年法律第 88 号）第２条第

２号に規定する派遣労働者をいう。 

２ 同項第３号における「その他の契約」とは、県教育委員会との継続的な物品納

入契約や清掃など継続的な役務提供契約等に基づき、労働者が反復継続的に労務

を提供する場合をいう。 

３ 同項第４号における「役員」とは、法人の取締役、執行役、会計参与、監査役、

理事、監事及び清算人並びにこれら以外の者で法令の規定に基づき法人の経営に

従事している者（会計監査人を除く。）をいう。 

４ 同項第５号における「法令遵守を確保する上で必要と認められるその他の者」

とは、県教育委員会事務局及び県教育委員会が所管する教育機関における法令等

違反行為の存在を知りうる立場にある者（同項第１号以外の機関へ人事異動した

職員）をいう。 

 

第４条関係（通報窓口及び方法） 

１ 教育委員会の総合窓口業務は、教育委員会事務局教職員課（以下「教職員課」

という。）が行うものとする。 

２ 通報は通報報告書（様式１）により行うものとする。ただし、同内容の報告が

含まれている場合は任意様式でも通報を行うことができる。 

３ 電話、面談での通報に対しては、後に通報報告書（様式１）の提出を求めるこ

ととする。 

４ 通報に関連する相談は、文書（封書）、電子メール又はファクシミリのほか、

電話、面談でも行えるものとする。 

 

第５条関係（公益通報対応にかかる者の責務等） 

１ 公益通報対応責任者は、教職員課長とする。 

２ 従事者は、教職員課の担当者、外部窓口通報対応者とする。 

３ 従事者は、自ら又はその親族が通報の対象となった場合等には、これにかかる

事務に携わることができない。 
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第６条関係（通報者の責務） 

通報は、原則として実名により行うものとする。ただし、匿名の情報であっても

法令遵守のために有益な情報が寄せられる場合もあることから、情報提供として取

り扱う。 

 

第７条関係（通報の受付） 

１ 従事者は、通報者からの通報報告書（様式１）の内容を確認し、通報受付票（様

式２）により整理を行う。この際、書面、電子メール等、通報者が通報の到着を

確認できない方法によって通報がなされた場合には、速やかに通報者に対して通

報を受け付けた旨（到達した旨）を通知するよう努める。 

２ 通報を受理した旨の通知は、通報受理通知書（様式３）により、また、通報を

受理しない旨及びその理由の通知は、通報不受理通知書（様式４）により行うも

のとする。 

３ 通報を受理しないときとは、次のような場合をいう。 

(1)第２条各号に規定する法令違反等に当たらない場合 

(2)第３条第１項各号に規定する職員等に当たらない場合 

(3)通報対象事実でないことが通報時において明らかな場合 

(4)通報内容が著しく不分明な場合 

(5)通報内容が虚偽であることが明らかな場合  

 

第８条関係（調査の実施） 

１ 同条第１項における「適正な業務の遂行及び利害関係人の秘密、信用、名誉並

びにプライバシー等の保護に支障がある場合」とは、調査を行うという情報が法

令違反等の当事者に漏れ伝わる可能性が高いような場合をいう。 

２ 調査を行う旨及び着手の時期、調査を行わない旨及びその理由の通知は、通報

に係る調査の開始等通知書（様式５）により行うものとする。 

３ 通報対応責任者は、調査の方法、内容等の適正性を確保するとともに、調査の

適切な進捗を図るため、通報受付票（様式２）の裏面により通報事案の進捗状況

を適切に管理するものとする。 

４ 通報にかかる進捗状況及び調査結果の通知は、通報調査結果等通知書（様式６）

により行うものとする。 

５ 通報対応責任者は、必要に応じて知事及び副知事又は危機管理統括監に報告を

行うものとする。 

６ 通報対応責任者は、必要に応じて「三重県危機管理計画」に基づき、教育委員

会事務局の危機管理責任者に報告を行うとともに、防災対策部への報告、連携を

図ることとする。なお、報告にあたっては、通報者の氏名、連絡先等が特定され

ないよう十分に注意しなければならない。 

７ 通報対応責任者は、通報対応に関して通報者又は相談者から意見又は苦情の申



令和４年６月１日 改正 

3 

 

出を受けたときは、迅速かつ適切に対応するように努めるものとする。 

８ 第３条第１項第４号に規定する職員等からの通報にかかる調査は、対象となる

法令等を所管する課等が調査を行うものとする。 

 

第８条の２関係（所属及び職員の協力義務） 

 同条第１項における「正当な理由がある場合」とは、職員が緊急かつ公共性の高

い職務を行っている等、通報対応以外の職務を優先させる必要性が高い場合をいう。 

 

第 10 条関係（是正措置等の通知） 

１ 通報にかかる調査結果を踏まえて、是正措置等があった場合は、その内容にか

かる通知を、是正措置等通知書（様式７）により行うものとする。 

２ 調査結果を踏まえて、是正措置等を速やかにとる場合は、通報者に対し、調査

結果の通知と是正措置等の通知を通報調査結果等通知書（様式６）により一括で

行うことができるものとする。 

 

第 11 条関係(通報者の保護) 

１ 「不利益な取扱い」とは、懲戒処分その他嫌がらせ等の事実上の行為をいう。 

２ 「範囲外共有」とは、通報者を特定させる事項を必要最小限の範囲を超えて共

有する行為をいう。 

３ 「通報者の探索」とは、通報者を特定しようとする行為をいう。 

 

第 13 条関係（その他） 

１ その他「三重県教育委員会職員等公益通報取扱要綱（内部職員等からの通報）」

及び「三重県教育委員会職員等公益通報取扱要綱の運用について（内部職員等か

らの通報）」にかかる事項については、教職員課が所管する。 

２ 教職員課は、毎年、前項の内容について職員へ周知を行うものとする。 


